
国の警察機関

・ 警察に関する制度の企画及び立案に関すること。

・ 警察に関する国の予算に関すること。

・ 広域捜査や緊急事態への対処等の指導調整に
関すること。

・ 国際刑事警察機構、外国の警察行政機関等と
の連絡に関すること。

・ 情報通信や犯罪鑑識、犯罪統計といった全国的
な事務に関すること。

・ 犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関す
ること。

・ 警察教養に関すること。

・ 都道府県警察の監察に関すること。

全国警察の組織

都道府県の警察機関

内閣総理大臣

国家公安委員会

警察庁

都道府県知事

都道府県公安委員会

都道府県警察
指揮監督

定員：288,819人
警察署：1,163署
交番：6,256か所
駐在：6,380か所
（平成29年４月１日現在）

等

（所轄）

（管理）

（所轄）

（管理）



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

50

100

150

200

250

300

S21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

検挙率
万件／万人 認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率

平成10年
200万件を突破

平成14年

約285.4万件

平成13年
検挙率
19.8％

平成28年
約99.6万件

（前年比 –9.4％）

平成28年
検挙率 33.8％
(前年比 ＋1.3P）

昭和57年
150万件を突破

昭和48年
約119.1万件

・平成28年中の刑法犯認知件数は99万6千件で、戦後最少であった昨年
を9.4％下回り、初めて100万件を切った。
・平成28年の検挙率は33.8％で、平成11年以降最も高い数値。

刑法犯認知件数・検挙件数・検挙人員・検挙率の推移（昭和21年～平成28年）

かつてと比べて今の治安は？



体感治安は悪いのか？～世論調査「日本の誇り」～

※ 内閣府「社会意識に関する世論調査」（平成29年１月）をもとに作成
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【発生率】

【検挙率】
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日本 フランス ドイツ 英国 米国

（件）

771件

※ 「窃盗」の定義
日本：窃盗
フランス：暴力を伴わない盗取
ドイツ：単純窃盗及び加重窃盗
英国：窃盗
米国：窃盗、自動車盗及び不法行為目的侵入

※ フランス及び英国の数値については、両国における統
計方法が変更過程にあるため参考値

世界一なのか？～欧米との比較（窃盗）～



警察から児童相談所に通告した児童数の推移

・ 平成28年中の児童通告数は54,227人であり、統計を取り始めた平成16
年以降、12年連続で増加。

・ 検挙件数は1,081件と、統計を取り始めた平成15年以降増加傾向。

構造的課題は？

（件）（人）
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検挙件数 通告人員

（件） （億円）

特殊詐欺被害の認知件数等の推移

・平成28年における認知件数は14,151件、被害額は406.3億円で、被害額

は減少に転じたものの、依然として高水準で推移。

0

100

200

300

400

500

600

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
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認知件数 被害総額（件） （億円）
（件）

ストーカー・ＤＶ事案相談等・検挙件数の推移

・ ストーカー事案及びＤＶ事案の相談等件数は高水準で推移しており、ＤＶ

事案の相談等件数は法施行後最多（ストーカー：22,737件 / ＤＶ：69,908件）。

・ 20歳代及び30歳代の被害者が半数以上占める。
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ストーカー事案（相談等） 配偶者からの暴力事案等（相談等）

ストーカー事案（検挙） 配偶者からの暴力事案等（検挙）

注）検挙件数については、刑法・特別法検挙とストーカー規制法違反・配偶者暴力防止法違反検挙がそれぞれ重複した場合を含む

相談等
（件）

検挙
（件）

（件）

サイバー犯罪検挙件数の推移

・ 平成28年中のサイバー犯罪の検挙件数は8,324件で過去最多。
・ インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額は約16億8,700

万円となり、前年比で約13億8,600万円の減少。

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（件）



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

S47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

重要犯罪（殺人、強盗、放火、強姦、略取誘拐・人身売買及び強制わいせつ） 検挙水準の推移

検挙件数（本件） 検挙件数（余罪） 検挙率
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重要窃盗犯（侵入盗、自動車盗、ひったくり及びすり） 検挙水準の推移

検挙件数（本件） 検挙件数（余罪） 検挙率

（件） （％）

検挙率
ピーク

検挙率
最低

検挙率
ピーク

検挙率
最低

検挙水準低迷の原因は？

注：検挙件数（本件・余罪）については、解決事件の件数を除く。



捜査の科学化

ＤＮＡ型鑑定実施件数の推移 画像の鮮明化

鮮明化前の画像鮮明化前の画像

鮮明化後の画像鮮明化後の画像（年度）

警察庁における大量一括処理装置による
被疑者ＤＮＡ型鑑定業務の開始

（件）

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
鑑定件数 24,562 49,810 76,938 122,372 167,006 177,658 212,743 266,867 287,285 308,579 309,725 299,805

被疑者DNA型記録（デー
タベース）登録件数

2,132 5,823 16,346 39,356 74,433 119,754 192,563 297,328 432,473 591,978 749,271 895,014

遺留DNA型記録（データ
ベース）登録件数

1,690 4,846 9,611 15,160 20,825 26,932 33,089 37,587 38,654 41,349 40,774 42,041

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
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350,000

15座位のＳＴＲ型検査法を導入
※ 個人識別精度約４兆7,000億人に一人

H18.11

H23.2

愛知県蟹江町における親子３人殺傷事件
Ｈ24三重県にて窃盗罪で検挙された被疑者の
DNA型記録
→Ｈ21.5本件の遺留DNA型記録と一致

香川県高松市における女性被害強盗殺人等事件
Ｈ28.8本件の遺留DNA型記録
→過去に別事件で検挙歴のある男性の被疑者

DNA型記録と一致

ＤＮＡ型鑑定 防犯カメラ

主たる被疑者特定の端緒（警察活動）が防犯カメラ等の
画像であるものの件数（重要犯罪、本件、H28）

客観証拠の重要性

・ 殺人 １４件
・ 強姦 ３７件
・ 放火 ２６件
・ 略取誘拐・人身売買 １７件
・ 強制わいせつ ３１３件
・ 強盗 １７２件
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警察による街頭防犯カメラの
設置状況の推移



捜査のグローバルスタンダード

台湾 香港

ＤＮＡ

強制採取（注１）
（被疑者・有罪者等）

× ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○

データベース（注２）
（人口10万人当たり）

59万
（460）

674万
（1.1万）

1,371万
（4,400）

83万
（1,000）

121万
（2,000）

―
50万

（2,300）
非公表

5.4万
（240）

3.1万
（440）

通信傍受

対象犯罪
組織犯罪
４罪種

殺人、強盗、強姦、放火、誘拐、詐欺、贈収賄等多種 組織性の要件なし 立会い要件なし

令状発付件数（注３）
（人口10万人当たり）

26
（0.02）

2,800
（4）

3,600
（1）

2.3万
（29）

2.6万
（42）

12.7万
（213）

4,200
（20）

非公表
1.2万
（53）

1,400
（19）

会話傍受 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○

司法取引
刑事免責
等

自認・有罪答弁による
刑の減免等

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ 検討中 ○ ○

共犯者等に関する供述
による刑の減免等

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ 検討中 ○ ○

無罪率

0.2％
（2013年・地
方裁判所の刑
法犯終局処理
人数のうち、
無罪判決を受
けた者の比
率）

19.4％
（2013年10月
～2014年9
月・検察庁が
公訴を維持し
た被告人のう
ち、有罪にな
らなかった者
の比率）

8.7％
（2011年10月
～2012年9
月・連邦犯罪
に関する終局
処理人員数の
うち、有罪に
ならなかった
者の比率）

3.4％
（2008年・公
判で判決を受
けた被告人の
うち、無罪判
決を受けた者
（無罪判決と
併せて矯正処
分等を受けた
者を除く）の
比率）

4.4％
（1996年・重
罪院の無罪
率）

12～23％
（1998～2002
年・４か所
（１か所は
1989～2002
年）の重罪院
における実態
調査）

―

2.0％
（2008年・第
一審で公判請
求された被告
人のうち、無
罪判決を受け
た者の比率）

2.5％
（2013年・地
方裁判所刑事
第一審におい
て有罪又は無
罪となった人
数のうち、無
罪となった者
の比率）

―

注１：事件の被疑者や有罪確定者等からの強制採取制度
注２：日は2014年12月末、米は2015年4月末、独は同年3月末、豪は2013年6月末、英は同年3月末、香港は2010年7月末、台湾は同年3月、仏は2009年末現在。
注３：日は2014年、英・米・独・台・香は2013年、豪は2012年7月～2013年6月までの間、伊は2012年、仏は2009年。米は会話傍受も含む。

※日本は2016年の法改正前



カナダ

○ 2016年２月 対ＩＳＩＬ空爆から撤退
2014年10月 国軍兵士殺傷事件

10月 連邦議会周辺における銃撃事件

米国

○ イラク及びシリアにおいて空爆実施
2015年 5月 風刺画コンテスト銃撃事件

7月 軍施設における銃撃事件
12月 福祉施設における銃乱射事件

2016年 6月 フロリダ州における銃乱射事件
9月 ニューヨーク等における爆破事件
9月 ミネソタ州における襲撃事件
11月 オハイオ州立大学構内襲撃事件

英国

○ イラク及びシリアにおいて空爆実施
2017年３月 ロンドンにおける車両等使用テロ事件

5月 マンチェスターのコンサート会場におけ
る爆破事件

6月 ロンドン橋における車両轢過及び刃
物使用による襲撃事件

フランス

○ イラク及びシリアにおいて空爆実施
2015年 １月 雑誌社等に対する連続テロ事件

11月 パリにおける同時多発テロ事件
2016年17月 ニース・車両による轢過等事件

7月 教会における人質立てこもり事件
2017年 4月 シャンゼリゼにおける襲撃事件

６月 ノートルダム大聖堂前における警察
官襲撃事件の発生

6月 車両使用による警察官襲撃事件

ＥＵ

2016年13月 ベルギー・ブリュッセルにおける
2016年13月連続テロ事件では、ＥＵ本部付
2016年13月近の地下鉄駅で自爆テロが発生

ドイツ

2016年 7月 列車内における襲撃事件
7月 バイエルン州における自爆事件
12月 ベルリン・クリスマス市への

車両突入事件

国際テロ時代への対応～主要先進国におけるＩＳＩＬ関連テロ等～



科技相会合（つくば）

農相会合（新潟）

保健相会合（神戸）

情通相会合（高松）

教育相会合（倉敷）

財相会議（仙台）

交通相会合（軽井沢）

環境相会合（富山）

外相会合（広島）

エネ相会合（北九州）

2015．4．22
総理大臣官邸ドローン落下事件

・ ドローン立法
・ ドローン対処部隊の設置

2015．6．30
東海道新幹線内における放火等事件
（１名死亡・28名負傷）

・駅対策、警乗の強化
・防犯カメラの増設要請

2015．11．23
靖国神社における爆発事件

・水際対策
・ソフトターゲット対策等

2015．8．27
山口組分裂
→ 全国で対立抗争（13都道府県）

・警戒徹底 ・集中取締り
・早期指定

2016．4．14・16
平成28年熊本地震（50名死亡）

・ 全国からの派遣部隊
延べ約２万8,000人
（～6.29）

2016．5．27
オバマ米国大統領・広島訪問

・ 5,600人体制
（うち、1,000人は
伊勢志摩からの転進）

首脳会議
（伊勢志摩）

サミット警備をめぐる情勢



六代目山口組
本拠地 兵庫県神戸市
勢力 ４３都道府県

１１，８００人
※平成28年末数値
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六代目山口組
本拠地 兵庫県神戸市
勢力 ４４都道府県

２３，４００人
平成26年末数値

長崎

神戸山口組
本拠地 兵庫県淡路市
勢力 ３６都道府県

５，５００人
※平成28年末数値

平成２８年３月７日対立抗争認定
対立抗争の可能性のある事件 ２６件

銃器発砲 ３件
車両突入 ５件
火炎瓶（様のもの）使用 ３件

※平成28年３月７日～４月14日

平成２８年３月７日対立抗争認定
対立抗争の可能性のある事件 ２６件

銃器発砲 ３件
車両突入 ５件
火炎瓶（様のもの）使用 ３件

※平成28年３月７日～４月14日

両団体関係者
が絡む事件、
トラブルの多発

両団体関係者
が絡む事件、
トラブルの多発

平成27年
８月分裂

神戸山口組指定（平成２８年４月15日～）
対立抗争の可能性のある事件 ２２件

銃器発砲 ３件
車両突入 ５件
火炎瓶（様のもの）使用 ０件

※平成29年７月末現在

神戸山口組指定（平成２８年４月15日～）
対立抗争の可能性のある事件 ２２件

銃器発砲 ３件
車両突入 ５件
火炎瓶（様のもの）使用 ０件

※平成29年７月末現在

※ 青森県の六代目山口組の勢力は、平成28年末に消滅した。

両団体の勢力あり

六代目山口組の勢力のみあり

神戸山口組の勢力のみあり

両団体とも勢力なし

六代目山口組の分裂と対立抗争

平成29年４月、神戸山口組の
傘下組織の一部が新たな団体
の結成を表明


